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序　文

小児期は関節近傍に成長軟骨板が存在し，何ら
かの原因で損傷すると骨成長は障害され骨関節変
形が生じる．骨関節感染症（急性骨髄炎および化
膿性関節炎）は，特に乳幼児で診断が困難で，適
切な治療が行われない場合は成長軟骨板を破壊す
る一因となり，永続する機能障害を来し得る9）．

今回の研究では，小児の骨関節感染症における
起因菌の特徴の検討およびその全体像の概括を目
的とした．小児の細菌感染症における起因菌は多
岐にわたるが，その中でもインフルエンザ桿菌と
肺炎球菌に対するワクチンの定期接種が開始さ
れ，細菌性髄膜炎の発症は減少していることが報
告されている1）．ワクチン接種の開始時期に注目

し，骨関節感染症の起因菌への影響についても検
討した．

対象・方法

対象は，1999 年 1 月から 2018 年 12 月に初期
治療（前医における外来での経口抗菌薬投与は除
く）を行った 15 歳以下の骨関節感染症で，診療録
から情報を得た．国際疾病分類 ICD-10 による病
名に基づいて急性骨髄炎と化膿性関節炎の患者を
抽出し，診療録に記載された身体所見と画像検査
所見，検体検査所見より対象を決定した．なお，
起因菌が抗酸菌であった症例は，治療方針が異な
ることから，対象からは除外した．

発症年齢は平均 5.7 歳（4 日～15 歳）で，男児
121 例，女児 53 例，疾患別では，急性骨髄炎 60
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要　旨　【目的】小児期の骨関節感染症の起因菌は多岐にわたるが，本邦では 2013 年 4 月にイン
フルエンザ菌 b 型（Hib）ワクチンと小児用肺炎球菌ワクチン（PCV）が定期接種となり，以降はイン
フルエンザ菌と肺炎球菌による骨関節感染症以外の感染症は減少していることが報告されている．
本研究の目的は，小児の骨関節感染症における起因菌の特徴，その全体像の概括とワクチン接種の
影響について検討することである．【対象・方法】急性期に当院で治療した急性骨髄炎および化膿性
関節炎（1999 年 1 月～2018 年 12 月：174 例 178 骨および関節）のカルテレビューを行った．【結果】
骨髄炎の 23 例（38.3％），化膿性関節炎の 54 例（47.4％）で起因菌が判明した．両ワクチン定期接種
開始後は，ワクチン接種対象の 5 歳未満での発症はなかった．【結論】小児の骨関節感染症に対して
も，両ワクチンがその効果を発揮している可能性が示唆された．
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例 60 骨，化膿性関節炎 114 例 118 関節（合計 174
例 178 骨および関節）であった．これらの対象に
対して，フリー統計ソフト EZR（Easy R）version 
1.35 を用いて統計学的解析を行った．解析手法
は，Fisher の正確検定と t 検定を用いた．

なお，急性骨髄炎と化膿性仙腸関節炎に対して
は，全例に抗菌薬の経静脈的投与を行い，仙腸関
節炎を除く化膿性関節炎（103 例 107 関節）のうち
101 例 105 関節に対しては，抗菌薬の経静脈的投
与と手術による切開排膿・デブリードマンと術後
10 日間を目標に持続灌流を行った．また，抗菌
薬の使用法には de-escalation 療法を行い，カル
バペネム系抗菌薬の経静脈的初期投与の後，起因
菌判明後には狭域抗菌薬に変更している．感染の
沈静化は血液検査によって判断し，CRP と血沈
値が正常化した後に抗菌薬の経口投与に切り替え
た．起因菌は局所から採取した検体を塗抹検査と
培養検査によって同定し，血液培養の結果も参照
した．

結　果

急性骨髄炎：発生した 60 例 60 骨中，大腿骨（17
骨，28.3％）が最も多かった．下肢骨全体では 46
骨（76.7％）に及び，そのほとんどが下肢骨と骨盤
に発生（54 骨，90.0％）していた（表 1）．発症年齢
は平均 7.8 歳（生後 2 か月～15 歳）で，1 歳ごろと
10 歳ごろをピークとする 2 峰性を示していた（図
1）．性別では，男児 42 例（70.0％），女児 18 例

（30.0％）で男児に多く発生していた（p＜0.01）．
化膿性関節炎：114 例 118 関節で，3 例が複数の
関節を同時に罹患していた（両股関節 2 例，右股
関節と両膝関節 1 例）．部位別では，股関節が 53
股（44.9％），次いで膝関節が 27 膝（22.9％），足関
節 12 足（10.2％）であり，急性骨髄炎と同様に下
肢に好発しており，その数は 92 関節（80.0％）に
及んだ（表 2）．発症年齢は平均 4.6 歳（生後 0 か月
～15 歳）で，5 歳以下の発症は全体の 68.4％であっ
た（図 2）．性別は，男児 79 例（69.3％），女児 35
例（30.7％）で，急性骨髄炎と同様に男児に多く発
生していた（p＜0.01）．また，罹患側は，右 69 関

図 1．急性骨髄炎の年齢別発生数

図 2．化膿性関節炎の年齢別発生数

表 1．急性骨髄炎の好発部位
N ％

大腿骨 17 28.3％
足構成骨 16 26.7％

脛骨 11 18.3％
恥坐骨 6 10.0％
腓骨 2 3.3％

上腕骨 2 3.3％
手指骨 2 3.3％
仙骨 1 1.7％
腸骨 1 1.7％
鎖骨 1 1.7％
橈骨 1 1.7％
合計 60 100.0％

表 2．化膿性関節炎の好発部位
N %

股関節 53 44.9%
膝関節 27 22.9%
足関節 12 10.2%

仙腸関節 11 9.3%
肩関節 8 6.8%
肘関節 6 5.1%
手関節 1 0.8%
合計 118 100.0%
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節（58.5％），左 49 関節（41.5％）で右側に多い傾向
があった（p＝0.08）．
細菌学的解析：血液培養は 146 例（83.9％）に施行
されており，41 例（陽性率 28.1％）で起因菌が特
定された．関節液培養は 104 関節（仙腸関節を除
いた化膿性関節炎の 97.2％）に対して行われ，50
関節で起因菌を特定した（陽性率 48.1％）．また，
塗抹グラム染色が施行された 100 関節中 32 関節

（32.0％）で菌体を確認した．最終的に起因菌を特
定できたのは，急性骨髄炎で 23 例（38.3％），化
膿性関節炎で 54 例（47.4％）であり，両者を合わ
せて 77 例（44.3％）であった．

174 例中 80 例（46.0％）が当院の受診前に抗菌薬
が投与されていた．先行した抗菌薬投与がなかっ
た 94 例中 51 例（54.3％）で起因菌が特定できたの
に対し，抗菌薬投与があった 80 例では 26 例

（32.5％）にとどまった（p＜0.01）．
特定された起因菌の内訳を図 3 に示す．黄色ブ

ドウ球菌 Staphylococcus aureus が最多の 52 例
（67.5％）で，そのうち methicillin-resistant Staph-
ylococcus aureus （MRSA）は 14 例（黄色ブドウ球
菌の 26.9％）であった．ブドウ球菌 Staphylococ-
cus と連鎖球菌 Streptococcus を合わせたグラム
陽性球菌は全体の 90.9％（77 例中 70 例）で大多数
を占めていた．

肺炎球菌 Streptococcus pneumoniae は 4 例
で，インフルエンザ桿菌 Haemophilus influenzae
は 6 例であった．肺炎球菌とインフルエンザ桿菌
を合わせると全体の 13.0％（77 例中 10 例）であっ
た．これは 5 歳以上では 2.7％（37 例中 1 例）であ
る一方で，5 歳未満では 22.5％（40 例中 9 例）で
あった（p＜0.01）．また，同様に 2 歳未満での発
生頻度も有意に大きかった（27.6％，p＜0.01）．各
年ごとの起因菌を図 4 に示す．肺炎球菌は 2016
年以降，インフルエンザ桿菌は 2011 年以降，起
因菌として検出されていない．これを 5 歳未満に
限ると，2011 年以降は両菌とも検出されなかっ
た（図 5）．ワクチン接種対象年齢の 5 歳未満にお
いて，発症時の PCV 接種歴は 69 例（82.1％）で確
認でき，18 例（26.1％）が接種済み，51 例（73.9％）

が未接種であった．肺炎球菌が起因菌であった症
例 3 例はすべて PCV 未接種であった．同様に，
Hib ワクチン接種歴は 65 例（77.4％）で確認でき，
18 例（27.7％）が接種済み，47 例（72.3％）が未接種
であった．起因菌がインフルエンザ桿菌であった
6 例のうち，3 例が Hib ワクチン未接種，3 例が
接種歴不明であった．

図 3．骨関節感染症の起因菌

図 4．年別の起因菌推移（全年齢）

図 5．年別の起因菌推移（5 歳未満）
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これまでの報告では肺炎球菌による骨関節感染
症の割合は 0～10％とされてきた3）4）．本邦では，
5 歳までの小児を対象に，2010 年 2 月より 7 価結
合型肺炎球菌ワクチン（PCV7）が任意接種で導入
され，2013 年 4 月から定期接種となり，さらに
同年 11 月からは 13 価結合型肺炎球菌ワクチン

（PCV13）へと変更になった．日本国外において
は，肺炎球菌ワクチン投与開始後に肺炎球菌によ
る骨関節感染症が減少したという報告がある6）．
本邦では，PCV7 の導入後，侵襲性肺炎球菌感染
症（IPD：Invasive Pneumococcal Disease）のうち，
髄膜炎，菌血症を伴う肺炎および敗血症が減少し
たと報告された1）．本研究では，PCV の導入後，
その接種対象である 5 歳未満の小児では肺炎球菌
による骨感染症の発生はなく，ワクチンの効果と
考えられた．しかしながら，IPD の全体数は
2014 年以降，下がり止まっており，PCV13 でカ
バーできない non-PCV13 タイプの肺炎球菌が増
加していることが原因と考えられている4）10）．し
たがって，骨関節感染症においても，ワクチンが
効かない肺炎球菌が起因菌となる可能性を念頭に
置いて治療にあたる必要があると考える．

これまでの報告では，インフルエンザ桿菌によ
る骨関節感染症の割合は 0～7％とされてきた3）5）．
本邦では，インフルエンザ桿菌 B 型（Hib）ワクチ
ンが 2008 年 12 月から任意接種，2013 年 4 月か
ら定期接種となった．日本国外では，Hib ワクチ
ン導入後にインフルエンザ桿菌による小児骨関節
感染症が減少したことが報告されている2）．本邦
では，インフルエンザ桿菌による髄膜炎は大幅に
減少していることが報告されている1）．今回の検
討では，5 歳未満でインフルエンザ桿菌が特定さ
れた 6 例のうち，3 例がワクチン未接種で，接種
歴が不明であったほかの 3 例は任意接種が開始さ
れて 2 年以内の発症例であり，未接種であった可
能性が否定できない．Hib ワクチンの定期接種が
導入されてからインフルエンザ桿菌による骨関節
感染症の発生はなく，PCV と同様に Hib ワクチ
ンの効果であることが示唆された．

後遺症のリスクの一つとして，発症が低年齢で

考　察

小児の骨関節感染症（急性骨髄炎および化膿性
関節炎）は，適切な治療が行われないと成長軟骨
板や関節軟骨が破壊され，永続する変形や成長障
害はその後の生活に大きな支障を来す9）．治療の
目的は，骨関節破壊が生じないように速やかに感
染を沈静化させることであり，早期診断と早期治
療開始が何よりも大切である．今回の研究では，
小児の骨関節感染症の症例を後方視的に検討し，
その概要と起因菌の検出状況を把握することを目
的とした．

小児の骨関節感染症の発生部位は下肢の骨関節
と骨盤に多く発生すると報告されており2），本研
究でも先行研究に矛盾しない結果であった．性別
は男児に多いと報告されており2），本研究も同様
の結果であった．また，発症年齢は急性骨髄炎で
1 歳と 10 歳ごろにピークがある 2 峰性の分布を
示したが，先行研究でも同様に 2 峰性を示すこと
が報告されている2）．化膿性関節炎は約 40％が 2
歳未満に発症し，5 歳ごろに軽度増加した後に 6
歳以降は減少傾向を示し，この年齢の分布も先行
研究と一致していた2）．

起因菌が同定される割合はさまざまで，急性骨
髄炎・化膿性関節炎共に 20～40％程度と報告さ
れている2）4）．本研究では急性骨髄炎と化膿性関
節炎のいずれも約 40％の症例で起因菌が特定さ
れており，今回検討した症例における診断の妥当
性があったと考えている．

症例の約 40％に当院に受診する以前の抗菌薬
投与歴があり，抗菌薬の先行投与がなかった症例
の 53％で起因菌が同定されたのに対し，先行投
与があった場合は 34％に低下した．抗菌薬が先
行投与されている症例では，起因菌が同定されな
い可能性を念頭に治療を開始する必要がある．

諸家の報告で，起因菌は黄色ブドウ球菌が最多
であり2）3）4），同様の結果であった．当院では，黄
色ブドウ球菌の約 1/4 が MRSA であった．塗抹
検査で黄色ブドウ球菌が同定された場合は，抗
MRSA 薬の併用を検討する必要があると考える．
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あることが報告されている7）．今回の研究でも発
症年齢がより低い例での後遺症発生の頻度が高
かった．したがって，重大な機能障害の発生を防
ぐためには，より低年齢での発症を少なくする必
要がある．肺炎球菌とインフルエンザ桿菌による
骨関節感染症は，ワクチン接種対象の 5 歳未満に
好発しており，後遺症を防ぐためにもワクチン接
種は有用である．

また，前述のとおり，小児骨関節感染症の起因
菌では黄色ブドウ球菌が最多であり，これに対す
るワクチンの実用化は，肺炎球菌およびインフル
エンザ桿菌ワクチン以上の効果があると考えられ
る．近年のゲノム解析技術の進歩により，新たな
アプローチによるワクチン開発が進んでおり8），
今後の発展が期待される．

結　論

小児期の骨関節感染症における疫学調査を行っ
た．発症部位や性別，起因菌の種類は諸家の報告
と同様であった．また，2013 年から肺炎球菌ワ
クチンと Hib ワクチンの定期接種が本邦でも導
入されたことにより，肺炎球菌およびインフルエ
ンザ桿菌による骨関節感染症は減少していた．た
だ，既存のワクチンでカバーできないサブタイプ
が増加する可能性はあり，引き続き調査が必要で
ある．

文献
 1） Chiba N, Morozumi M, Shouji M et al：Rapid 

decrease of 7-valent conjugate vaccine coverage 


